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いじめ重大事態調査結果報告書 

【公表版】  

 

本報告書は、令和６年３月７日に西東京市教育委員会いじめ問題対策委員会から提出のあった報

告書を基に、本教育委員会の「西東京市いじめ重大事態調査に関する調査結果の公表基準につい

て」に従って公表版として作成したものです。  

 

１ 本事案の概要について  

西東京市立小学校において在籍児童がいじめにより相当の期間学校を欠席することを余儀なく

された疑いがあるので調査して欲しい旨の申立てが、当該児童の保護者からあったため、西東京

市教育委員会いじめ問題対策委員会において、いじめ防止対策推進法第 28 条１項に基づいて、

いじめ重大事態として調査を行い、調査検証等を行った。 

 

２ 調査の概要 

 (1) 調査期間 

令和５年 10 月から令和６年３月まで 

 (2) 調査主体 

教育委員会の附属機関である「西東京市教育委員会いじめ問題対策委員会」 

 (3) 調査方法 

   学校調査における資料及び関係者からの事情聴取等 

 

 

３ 調査結果 

以下の事実が確認された。 

(1) いじめ行為Ａ 

加害児童が被害児童の左手首を握って引っ張って行き、「睨んだでしょ」と責めた。 

(2) いじめ行為Ｂ 

被害児童が触った机について加害児童が「〇〇菌がついた。」と言った。 

(3) いじめ行為Ｃ 

加害児童らが話している所に被害児童が「何を話しているの。」と聞いたところ、加害児童 

が「何か用？」と強い調子で言われた。  



４ 学校の対応への評価 

(1) 通報を受けた学校の初動体制 

 学校は、被害児童の保護者からいじめの通報を受けた後、直ちに学校内の体制を整えるとと

もに、市教育委員会に通報しており、初動体制としては十分と考えられる。 

(2) 被害児童への支援、助言、加害児童への指導助言 

 学校はいじめ通報後直ちに、被害児童、加害児童及び当時同席した児童らから事情聴取を行

い、各いじめ行為が認められたので、加害児童に各いじめ行為について指導し、加害児童は被

害児童に謝罪した。また、被害児童の保護者及び加害児童の保護者に対して事実関係を報告し

た。 

 学校は、被害児童の不登校について、ほぼ毎日電話にてその安否を確認するのみならず、必

要に応じて自宅訪問を行い、保健室・校長室での授業を含め登校を促した。また、登校が難し

い場合にはタブレットを用いたオンライン学習の提案など被害児童の復帰に向けて継続的な努

力を行ってきた。 

 また、加害児童について、その保護者の了解を得て、加害児童が被害児童にいじめ行為を行

ったこと、それが原因で被害児童が不登校となっていることをクラスの児童に伝え、いじめ行

為の問題をクラス全体で考えさせたりして、いじめ行為が再発しないよう努力した。 

 

５ 今後の被害児童・加害児童への支援方策 

(1) 本件各いじめ行為の当時、被害児童、加害児童とも小学校中学年で、人格形成の面で極め 

て未熟な段階にあり、児童間でさまざまなトラブルが生じること自体は避けられないものがあ

る。 

(2) そのような中で、いじめ行為あるいはそれに類するような行為が発覚した場合には、学校、 

対象児童らの保護者らが連携して児童らを見守り、いじめ行為等を振り返らせ、反省すべきと 

ころは反省させ、辛抱強く指導を繰り返すことで、社会のルール、他人への接し方等を学ば 

せ、児童らを成長させることが望ましい。 

(3) その点、本件では、学校が本件各いじめ行為に対して組織的に対処する体制を整え、また、 

加害児童の保護者も学校と協力する姿勢を見せていた。 

(4) 被害児童、加害児童とも、その後の学校生活において、特段の問題は起きていないようであ

り、今後学校において継続的に被害児童・加害児童の様子を見守ることが望ましいと考えられ

る。 

 


